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日本の高齢化は，世界に例をみない速度で進行しており，2007 年に超高齢社会を迎えた．それに伴い，

介護を必要とする「要介護高齢者」の数も増加している．このような中で，高齢者を始めとする災害時要

援護者が自然災害により被災する事例が多発しており，自然災害からこれらの人々の安全・安心を確保す

ることが求められる．今後，被害を最小にする対応には，災害時要援護者の実数・生活場所を確認し，通

常の救護・介護体制を把握し，災害発生時の地域社会の救援体制整備が不可欠である． 

そこで本研究では，国保データベース（KDB）を用いて，疾患別の患者の分布について分析を行い，被

災可能性と被災者属性を明らかにし，災害時要援護者の疾患を考慮した避難所の適正配分を検討する． 

 

     Key Words: National Health database (KDB), super aging society, vulnerable people to disasters, 

disaster prevention measures, refuge 

 

 

1. 研究の背景・目的 

 

(1) 研究の背景 

我が国の 65歳以上の高齢者人口は，2014年 10月 1日

現在，過去最高の 3,300万人（前年 3,190万人）となり，

総人口に占める割合（高齢化率）は 26.0%（前年

25.1%）と過去最高である．1) 

我が国は世界で最も高い高齢化率である．先進諸国の

高齢化率を比較してみると，我が国は 1980 年代までは

下位，1990 年代にはほぼ中位であったが，2005 年には

最も高い水準となった．このように，我が国の高齢化は，

世界に例をみない速度で進行している．また，高齢者の

要介護者等数は急速に増加している．1) 

図-1 に世界(G20)の高齢化率（高齢者人口比率）を示

す．図-1 において，黄緑色の折れ線が日本の高齢化率

を示しており，他の国と比べて明らかに高齢化率が進ん

でいることが分かる．図-2 に厚生労働省が集計した介

護保険事業状況報告（月報）を用いて作成した日本の要

介護（要支援）認定者数の推移を示す．図-2 より，要

介護（要支援）認定者数は年々増加しており，2016年 1

月末現在，618.3万人となっている． 

災害時要援護者（災害弱者）とは，災害時に自分の力



 

 

で身を守ることが困難な人や自分で移動できない人，情

報を受ける，伝えるのが困難な人達のことである．災害

時要援護者として，高齢者，障がい者，傷病者，乳幼児，

帰宅困難者，旅行者，人工透析患者，糖尿病患者，難病

患者，精神・神経系疾患患者，要介護者などが挙げられ

る． 

本研究の背景として，高齢者が増加している中で，高

齢者を始めとする災害時要援護者が自然災害により被災

する事例が多発しており，自然災害からこれらの人々の

安全・安心を確保することが求められる． 

特に，人工透析は，水，電気を必要とし，予定の透析

が受けられないと，水分や塩分，尿毒素が体内に蓄積し，

電解質に異常が起こる．肺水腫，高血圧，心不全，高カ

リウム血症による不整脈など，命にかかわることも出て

くる．気象庁によると，震度6強程度以上の揺れとなる

地震があった場合には，広い地域で，ガス，水道，電気

の供給が停止することがあるとされている．4) 

熊本地震においても，病院が停電，断水が起こり，厚

生労働省によると，熊本県内の透析病院は94施設の内， 

27施設（2016年4月17日12時現在）であり，透析不可施

設の患者は約2,000人（2016年4月17日12時現在）であっ

たと報告されている．5) 

過去の災害時の透析医療状況についても，東日本大震

災では，大きな被害を受けた宮城，岩手，福島3県にお

いて，特に被害が大きかった太平洋岸では，一部の透析

施設で倒壊や流出・浸水で治療が不可能となり，これを

免れた施設でも電力と水の供給は断たれ，透析医療の実

施は困難となった．6) 

 

(2) 研究の目的 

今後，災害時要援護者の分布や通院状況などは，我が

国の防災対策を考える上で無視することができない．被

害を最小にする対応には，災害時要援護者の実数・生活

場所を把握することが求められる．そこで本研究では，

国民健康保険データベース（KDB）を用いて，患者の

分布について分析を行い，被災可能性と被災者属性を明

らかにし，災害時要援護者を考慮した避難シミュレーシ

ョンを実施した． 

本研究の目的として，国保データベース（KDB）の

データを用いて，石川県小松市における要介護者や精

神・神経系疾患患者，人工透析患者について分析を行い，

小松市では，災害時要援護者がどこにどれだけの人々が

住んでいるのかを把握するとともに，小松市で大規模地

震災害した場合，小松市内でどれだけ対処可能なのかを

検証することである． 

 

 

2. 既往研究 

 

災害時要援護者（災害弱者）に関する研究は，難波ら
7)による，災害時要援護者（災害弱者）の対象を高齢者

として災害時の避難に関する研究がある． 

有賀8)による，災害時要援護者（災害弱者）の対象を

高齢者と障がい者とした避難方法と課題の研究がある． 

片田ら9)による河川洪水時における要介護高齢者の避

難実態とその問題点を把握し，避難体制のあり方に関す

る研究がある． 

災害時要援護者（災害弱者）の対象を高齢者，障がい

者とした研究はされているが，精神・神経系疾患患者，

人工透析患者などを災害時要援護者（災害弱者）の対象

とした分析はなされていない． 

 

 

3. KDBの概要 10) 

 

地域の現状や健康課題を把握するためのデータ作成は，

これまで保健師等が手作業で行うことが多く，非効率で

あった．また，データが膨大なため十分なデータ分析が

できず，地域全体の現状や健康課題を十分に把握するこ

とが困難であった．10) 

 

 

図-1 世界の高齢化率（高齢者人口比率）2) 

 

 

図-2 日本の要介護（要支援）認定者数の推移3) 

 



 

 

国保データベース（KDB）システムは，国保連合会

が保険者の委託を受けて行う各種制度の審査支払業務及

び保険者事務共同電算業務を通じて管理する「特定健

診・特定保健指導」，「医療（後期高齢者医療含む）」，

「介護保険」等に係る情報を利活用し，統計情報等を保

険者向けに情報提供することで，保険者の効率的かつ効

果的な保健事業の実施をサポートをすることを目的とし

て構築された．10) 

国保データベース（KDB）システムを活用すること

により，これらの作業の多くを自動的に行うことができ，

地域の現状把握や健康課題を明確にすることが容易とな

るといった，より効率的で効果的な保健事業を実施する

ことが可能となる．10) 

本システムを活用することは，情報共有だけではなく，

地域の健康課題について住民や健康づくりに関わる者が

データに基づき認識を共有し，問題意識を持つ一助とな

る可能性がある．10) 

住民の健康の維持・増進（地域の健康水準の向上）し，

国保や介護保険の安定的な運営を実現することは，国が

取り組む「社会保障と税の一体改革」の趣旨にもかなう

ものであり，国保データベース（KDB）システムを全

保険者において活用されることが期待される．10) 

 

 

4. 分析データ 

 

石川県小松市の国保データベース（KDB）のデータ

を用いて分析を行った．本研究では，2015年 4月時点の

石川県小松市の国民健康保険加入者の中で，40 歳以上

の者を対象として分析を行った．調査期間は，平成 26

年 10月から平成 27年 9月までの 1年分のデータを用い

て分析を行った． 

 

(1) 小松市について 

小松市の面積は 371.05平方キロメートル（東西 25.5キ

ロメートル，南北 33.1 キロメートル）である．人口は

10万 8578人（平成 28年 1月 1日現在）である．11) 

昭和 15 年 12 月 1 日、小松町・安宅町・牧村・板津

村・白江村・苗代村・御幸村・粟津村の 2町 6村が合併

して市制が敷かれた．11) 

 

(2) KDBについて 

本研究の災害時要援護者としては，要介護者，精神・

神経系疾患患者，人工透析患者を対象として分析を行っ

た． 

a) 要介護者 

要介護者については，表-1に要介護度別の状態区分を

示す．表-1より，要介護3以上が自分ひとりでできない

状態のため，要介護3以上の者を災害時要援護者の対象

として分析する．要介護者のデータについては，国保デ

ータベース（KDB）システムより出力される帳票中の

「要介護（支援）突合状況」を用いた．表-2に「要介護

（支援）突合状況」の一例を示す．「要介護（支援）突

合状況」は，月ごとのデータとなっており，表-2のよう

な形式になっている．この「要介護（支援）突合状況」

から性別，年齢，住所（町丁目単位）といった個人属性

をはじめ，認知症などの受診年月，月ごとの医療点数，

介護度などが分かる．このファイルから要介護3以上の

者のデータを抽出して分析を行った． 

平成26年10月から平成27年9月までの1年間で要介護3

以上の者は，要介護3の者が852名，要介護4の者が735名，

要介護5の者が570名の計2157名であった． 

b) 精神・神経系疾患患者 

精神・神経系疾患患者については，国保データベース

（KDB）システムより出力される帳票中の「厚生労働

省様式（様式1-1）」を用いた．表-3に「厚生労働省様

式（様式1-1）」の一例を示す．「厚生労働省様式（様

式1-1）」は，「要介護（支援）突合状況」と同様に，

月ごとのデータとなっており，表-3のような形式になっ

ている．この「厚生労働省様式（様式1-1）」から，性

別，年齢，住所（町丁目単位）といった個人属性をはじ

め，高血圧症などの疾患の有無，費用額，主病名などが

分かる． 

表-3における主病名から精神・神経系疾患患者を把握

できるため，このデータを用いて分析を行った．本研究

では，精神・神経系疾患患者を対象期間である平成26年

10月から平成27年9月までの1年間で，主病名が精神・神

 

表-1 要介護度別の状態区分12) 

  



 

 

経系のみの月平均費用額が20万円以上の者と定義した．

平成26年10月から平成27年9月までの1年間で，主病名が

精神・神経系のみの月平均費用額が20万円以上の者は，

321名であった． 

c) 人工透析患者 

人工透析患者については，国保データベース

（KDB）システムより出力される帳票中の「厚生労働

省様式（様式2-2）」を用いた．「厚生労働省様式（様

式2-2）」は，人工透析患者のデータである．表-4に

「厚生労働省様式（様式2-2）」の一例を示す．「厚生

労働省様式（様式2-2）」も，「厚生労働省様式（様式1-

1）」，「要介護（支援）突合状況」と同様に，月ごと

のデータとなっており，表-4のような形式になっている．

この「厚生労働省様式（様式2-2）」から，性別，年齢，

住所（町丁目単位）といった個人属性をはじめ，糖尿病

などの疾患の有無，直近月レセプトの決定点数などが分

かる． 

「厚生労働省様式2-2」から，平成26年10月から平成27

年9月までの1年間の人工透析患者は計187名であった． 

 

 

5. 災害時要援護者の実態把握 

 

本研究では，小松市で大規模地震災害時を想定してお

り，J-SHIS Map13)が提供している確率論的地震動予測地

図の50年2％の確率で一定の揺れに見舞われる計測震度

の領域図を用いて分析を行った．図-3に小松市における

50年間超過確率2%となる計測震度の分布を示す．50年

間超過確率2%となる計測震度では，小松市内に計測震

度7となる場所はなかった． 

災害時要援護者の避難所は，日本医師会が提供してい

るJMAP（地域医療情報システム）14)により，選定した． 

要介護 3以上の者の避難所としては，小松市内の介護

施設 65件を避難所とする． 

精神・神経系疾患患者の避難所としては，小松市内の

病院の内，精神病床が設けられている粟津神経サナトリ

ウム，小松市民病院，岡本病院の 3件を避難所とする． 

人工透析患者の避難所としては，全国のクリニック・

診療所・医院・病院検索サービスである「病院なび 15)」

によると，小松市・外来による人工透析を実施している

病院は，小松ソフィア病院，小松市民病院，田谷泌尿器

科医院の 3件であり，これらの 3件を人工透析患者の避

難所とする． 

 

(1) 要介護3以上の者の地震リスク 

図-4に要介護 3以上の者およびその避難所である介護

施設と 50年間超過確率 2%となる計測震度の分布を示す．

図-5に要介護認定区分ごとの 50年間超過確率 2%となる

 

表-2 「要介護（支援）突合状況」の一例 

 

 

表-3 「厚生労働省様式（様式1-1）」の一例 

 

 

表-4 「厚生労働省様式（様式2-2）」の一例 

 

 



 

 

計測震度分布状態を示す．図-5 より，要介護 3，要介護

4，要介護 5，要介護 3以上の者，何れにおいても，約 4

割が計測震度 6 強となる場所に居住しており，9 割以上

が計測震度 6弱以上となる場所に居住していることが分

かる． 

 

(2) 精神・神経系疾患，人工透析患者の地震リスク 

図-6 に小松市における精神・神経系疾患患者および

その避難所である病院と 50年間超過確率 2%となる計測

震度の分布を示す．図-7 に小松市における人工透析患

者とおよびその避難所である人工透析可能施設と 50 年

間超過確率 2%となる計測震度の分布を示す．図-8 に精

神・神経系疾患患者および人工透析患者の 50 年間超過

確率 2%となる計測震度分布状態を示す．図-8 より，精

神・神経系疾患患者は約 3割強が，人工透析患者は約 4

割が計測震度 6 強となる場所に居住しており，9 割以上

が計測震度 6弱以上となる場所に居住していることが分

かる． 

 

(3) 災害時要援護者の避難所の地震リスク 

図-9 に小松市における介護施設，病院，人工透析可

能施設の 50年間超過確率 2%となる計測震度分布状態を

示す．図-9より，どの避難所においても，計測震度 5強

以下となる場所には位置せず，介護施設，精神病床，人

工透析可能施設の全ての施設において計測震度 6弱また

は 6強に位置していることが分かり，避難所ではあるも

のの被害に留意する必要がある． 

特に，人工透析可能施設に関しては，3 件とも計測震

度 6強となる場所に位置しており，大規模地震災害時に

停電，断水する恐れがあり，人工透析ができない可能性

がある．そのため，大規模地震災害時において小松市内

では，人工透析患者の対処ができず他県，他市へ救援を

要請しなければならないと危惧される．また，人工透析

可能施設 3 件間の距離は 3km 以内に位置しており，渋

滞による避難時間の遅れが懸念される． 

 

 

 

 

図-3 小松市における50年間超過確率 2%となる計測震度 

 

 

 
図-4 小松市における要介護 3-5と介護施設の分布 
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図-5 小松市における要介護認定区分ごとの 50 年間超過確

率 2%となる計測震度分布状態 

 



 

 

6. 災害時要援護者の避難シミュレーション 

 

小松市の災害時要援護者の避難シミュレーションを実

施した．要介護 3以上の者については，図-4の介護施設

（通所を含む）へ，精神・神経系疾患患者については，

図-6 の精神病床がある病院へ避難することとしてシミ

ュレーションを行った．災害時要援護者は合理的に行動

すると仮定して，最寄りの避難所に避難することとした． 

人工透析患者については，図-9 より，小松市内では，

人工透析できない可能性があるため避難シミュレーショ

ンを行わなかった． 

5 強に住んでいる災害時要援護者については，必ずし

も避難する必要はないものの，居場所を把握しておくこ

とは重要である． 

 

(1) 要介護3以上の者の避難シミュレーション 

表-5 に介護施設ごとの最寄りの避難者数を示す．表-5

より，小松市の介護施設 65 件の内，要介護 3 以上の者

にとって 45 件が最寄りの避難所であり，介護施設全体

の介護定員数と 6弱，6強に住んでいる要介護 3以上の

人数の差をとると，235人分足りないことが分かる． 

また，45 件の内，27 件が定員数を超過しており，偏

りが見られ，単純に最寄りの介護施設へ避難するだけで

は対応できず，避難所の適正配分を行う必要があること

が分かった． 

 

(2) 精神・神経系疾患患者の避難シミュレーション 

表-6 に精神病床がある病院ごとの最寄り避難者数を

示す．表-6 より，小松市の精神病床が設けられている

病院 3件の内，小松市の病院全体の病床数と 6弱，6強

に住んでいる精神・神経系疾患患者の人数の差をとると，

病床数は僅かに満たしており，5 強に住んでいる患者を

含めると，8床足りないことが分かった． 

粟津神経サナトリウムが最寄りの精神病床である患者

は，容量である精神病床数と比べて少なく，一方で精神

病床数が多くない岡本病院が最寄りの精神病床である患

者は多く，5 倍近く超過していることが分かる．小松市

民病院についても，1.5 倍しており，介護施設と同様に

適正配分を行う必要があることが分かった． 

 

 
図-6 小松市における精神・神経系疾患患者と病院の分布 

 

 
図-7 小松市における人工透析患者と人工透析可能施設の

分布 
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図-8 小松市における 50年間超過確率 2%となる計測震度分

布状態（精神・神経系疾患患者，人工透析患者） 
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図-9 小松市における避難所ごとの 50年間超過確率 2%とな

る計測震度分布状態 

 



 

 

 

 

7. まとめと今後の課題 

 

(1) まとめ 

KDBのデータと J-SHIS Map13)を用いて，小松市におけ

る 50年間超過確率 2%となる計測震度の分布と要介護者，

精神・神経系疾患患者，人工透析患者といった災害時要

援護者となる者の居住地を GIS上に表示した．災害時要

援護者の 9割以上が計測震度 6弱に位置していることが

分かった．また，災害時要援護者におけるどの避難所に

おいても，計測震度 5強以下となる場所には位置せず，

介護施設，精神病床，人工透析可能施設の全ての施設に

おいて計測震度 6弱または 6強に位置していることが分

かり，特に，人工透析可能施設に関しては，3 件とも計

測震度 6強となる場所に位置しており，他県，他市へ救

援を要請しなければならないと危惧される． 

避難シミュレーションの結果，要介護 3以上の者の避

難については，最寄りの介護施設へ避難するだけでは対

応できず，避難所の適正配分を行う必要があることが分

かった．精神・神経系疾患患者についても，避難者数の

偏りが見られ適正配分を行う必要がある． 

 

(2) 今後の課題 

人工透析患者については，今回，重症度については考

慮しなかったが，今後の課題として，医療費や年齢など

を考慮した分析を行う．また，避難時間を考慮した避難

シミュレーションを行う． 

表-5 小松市における介護施設ごとの最寄りの避難者数 

施設名称 5強 6弱 6強 総計 6弱+6強 介護定員数
差（定員数
-総計）

差（定員数-
(6弱+6強）)

森田病院 1 1 1 15 14 14
介護老人福祉施設　自生園 51 89 140 89 100 -40 11
特別養護老人ホームあたかの郷 6 129 135 135 100 -35 -35
介護老人福祉施設　松寿園 82 17 99 99 100 1 1
介護老人福祉施設　第二松寿園 91 5 96 96 100 4 4
特別養護老人ホーム　めぐみの里 35 35 35 90 55 55
特別養護老人ホーム　みゆきの郷 93 19 112 112 80 -32 -32
特別養護老人ホーム　愛らんど萌寿 18 34 52 34 80 28 46
老人保健施設まだら園 23 23 23 113 90 90
介護老人保健施設　グリーン・ポート小松 9 43 52 43 100 48 57
介護老人保健施設レイクサイド木場 21 18 39 39 100 61 61
介護予防通所リハビリテーションやわた健康スタジオ 3 3 3 40 37 37
介護老人保健施設　さくら園 14 76 90 90 40 -50 -50
通所リハビリセンターおれんじ 1 72 73 73 37 -36 -36
上小松クリニック　通所リハビリテーション 58 58 58 30 -28 -28
芦城クリニック　健康スタジオ 58 3 61 61 20 -41 -41
みたに通所リハビリテーション 29 29 29 10 -19 -19
ツクイ小松大領中 42 42 42 45 3 3
有限会社陽だまり 13 13 13 43 30 30
JAきらら指定通所介護事業所 4 4 4 40 36 36
自生園ひらんて 29 29 29 40 11 11
デイサービス　ほっと今江 2 2 2 40 38 38
まそらデイサービス 38 14 52 52 40 -12 -12
デイサービス　サンタの家やわた 74 74 74 30 -44 -44
デイサービスそのまちサロン 5 5 5 30 25 25
デイサービス　愛 3 3 3 30 27 27
デイサービスとも 43 43 43 25 -18 -18
デイサービスセンター　ここ・から 39 39 39 25 -14 -14
ＪＡきらら千代指定通所介護事業所 13 68 81 81 22 -59 -59
小松みなみ診療所 59 59 59 15 -44 -44
デイサービスセラピィ粟津 9 9 9 15 6 6
デイサービスセンター　天使の家 15 4 19 19 15 -4 -4
リハビリ長寿～小松みなみ道場～ 16 10 26 26 15 -11 -11
稚松道場 57 11 68 68 15 -53 -53
ウエルネスおきまち 35 35 35 15 -20 -20
里川の家 37 12 49 49 12 -37 -37
ウエルネスいまえ 97 1 98 98 11 -87 -87
三草二木　西圓寺 27 7 34 34 10 -24 -24
リハビリ長寿～かるみ道場～ 11 11 11 10 -1 -1
グループホームまだら園 15 9 24 24 18 -6 -6
グループホームセラピィ粟津 5 47 52 52 18 -34 -34
グループホームやたの 66 66 66 18 -48 -48
グループホーム　さとやま 31 24 55 55 18 -37 -37
自生園あわづの家 2 32 34 32 12 -22 -20
ウエルネスかねの 10 23 33 23 50 17 27
総計 90 1216 851 2157 2067 1832 -325 -235  

 

表-6 小松市における精神病床がある病院ごとの最寄り避難者数 

施設名 5強 6弱 6強 6弱+6強 総計 総病床数
差（総病床
数-総計）

差（総病床数-
(6弱+6強)）

粟津神経サナトリウム 11 80 9 89 100 263 163 174
岡本病院 2 75 94 169 171 30 -141 -139
小松市民病院 0 44 6 50 50 20 -30 -30
総計 13 199 109 308 321 313 -8 5  
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